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な
お
、
仕
掛
品
（
仕
掛
工
事
）

の
評
価
は
、
製
品
（
工
事
）
の
評

価
に
準
じ
て
行
い
ま
す
。

　

「
ふ
る
さ
と
納
税
ワ
ン
ス
ト
ッ

プ
特
例
制
度
」
が
創
設
さ
れ
、
手

続
が
簡
素
化
さ
れ
ま
し
た
。

　

確
定
申
告
が
不
要
な
給
与
所
得

者
等
に
つ
い
て
、
ふ
る
さ
と
納
税

先
団
体
が
5
団
体
以
内
の
場
合
で

確
定
申
告
を
行
わ
な
い
場
合
に
限

り
、
ふ
る
さ
と
納
税
を
す
る
際
に

ふ
る
さ
と
納
税
団
体
に
特
例
を
申

請
す
る
こ
と
に
よ
り
、
ふ
る
さ
と

納
税
に
係
る
寄
付
金
控
除
が
ワ
ン

ス
ト
ッ
プ
で
受
け
ら
れ
る
特
例
的

な
仕
組
み
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
特
産
品
と
し
て
受
領
し

た
物
品
に
つ
い
て
は
、
一
時
所
得

に
該
当
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

亡
く
な
っ
た
人
か
ら
各
相
続
人

等
が
相
続
や
遺
贈
な
ど
に
よ
り
取

得
し
た
財
産
の
価
額
の
合
計
額
が

遺
産
に
係
る
基
礎
控
除
額
を
超
え

る
場
合
、
相
続
税
の
課
税
対
象
と

な
り
、
申
告
を
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

な
お
、
平
成
27
年
1
月
1
日
以

降
に
相
続
等
に
よ
り
取
得
す
る
遺

産
に
係
る
基
礎
控
除
額
が
引
き
下

げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

相続財産が8,000万円で、控除する
債務等がない場合の計算例

8,000万円－4,800万円＝3,200万円
3,200万円×1/2（妻の法定相続分）×0.15－50万円＝190万円
3,200万円×1/4（子の法定相続分）×0.1＝80万円
190万円＋（80万円×2）＝350万円
（この金額を実際の相続割合であん分の上、必要に応じ
て配偶者控除等の計算を行います。）

女性部会だより（For you）

福田　正人
法人課税第１部門
統括国税調査官

平田　幸伸
法人課税第２部門
統括国税調査官

野崎　　剛
法人課税第３部門
統括国税調査官

真下　義明
法人課税第１部門
総括上席国税調査官

高瀬　　一
法人課税第１部門
上席国税調査官

配偶者と子供２人

法定相続人

3,000万円＋（600万円×3）＝4,800万円

遺産に係る基礎控除額

相続税の総額の計算

平成27年12月14日（月）
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平
成
26
年
４
月
１
日
以
後
に
開

始
す
る
事
業
年
度
か
ら
、
次
の
改

正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

1
交
際
費
等
の
額
の
う
ち
、
接
待

飲
食
費
の
額
の
50
％
に
相
当
す

る
金
額
は
損
金
の
額
に
算
入
す

る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

（
租
税
特
別
措
置
法　

61
の
４

①
）

2
中
小
法
人
（
資
本
金
の
額
ま
た

は
出
資
金
の
額
が
1
億
円
以
下

の
法
人
な
ど
）
は
、
1
の
接
待

飲
食
費
の
額
の
50
％
相
当
額
の

損
金
算
入
と
、
定
額
控
除
限
度

額
（
８
０
０
万
円
×
事
業
年
度

の
月
数
／
12
）
ま
で
の
損
金
算

入
の
い
ず
れ
か
を
選
択
適
用
で

き
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

（
租
税
特
別
措
置
法　

61
の
４
①

②
③
）

3
交
際
費
等
の
損
金
不
算
入
制
度

の
適
用
期
限
が
平
成
28
年
3
月

31
日
ま
で
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

　

福
利
厚
生
費
と
は
、
専
ら
従
業

員
の
慰
安
の
た
め
に
行
わ
れ
る
運

動
会
、
演
芸
会
、
旅
行
な
ど
の
た

め
に
通
常
要
す
る
費
用
な
ど
を
言

い
ま
す
。

　

ま
た
、
社
内
の
行
事
に
際
し
て

支
出
さ
れ
る
金
額
等
で
次
の
よ
う

な
も
の
も
福
利
厚
生
費
に
該
当
し

ま
す
。

1
創
立
記
念
日
、
国
民
祝
日
、
新

社
屋
落
成
式
等
に
際
し
従
業
員

等
に
お
お
む
ね
一
律
に
社
内
に

お
い
て
供
与
さ
れ
る
通
常
の
飲

食
に
要
す
る
費
用

2
従
業
員
等
（
従
業
員
等
で
あ
っ

た
者
を
含
む
。）
又
は
そ
の
親

族
等
の
慶
弔
、
禍
福
に
際
し
一

定
の
基
準
に
従
っ
て
支
給
さ
れ

る
金
品
に
要
す
る
費
用
（
結
婚

祝
、
出
産
祝
、
香
典
な
ど
）

 

（
租
税
特
別
措
置
法
通
達
61
の

4（
1
）－

10
な
ど
）

修
繕
費
と
資
本
的
支
出

　

固
定
資
産
の
修
理
、
改
良
等
の

た
め
に
支
出
し
た
金
額
の
う
ち
、

そ
の
固
定
資
産
の
維
持
管
理
や
原

状
回
復
の
た
め
に
要
し
た
と
認
め

ら
れ
る
部
分
の
金
額
は
、
修
繕
費

と
し
て
支
出
し
た
時
に
損
金
算
入

が
認
め
ら
れ
ま
す
。

　

但
し
、
そ
の
修
理
、
改
良
等
が

固
定
資
産
の
使
用
可
能
期
間
を
延

長
さ
せ
、
又
は
価
値
を
増
加
さ
せ

る
も
の
で
あ
る
場
合
は
、
そ
の
延

長
及
び
増
加
さ
せ
る
部
分
に
対
応

す
る
金
額
は
、
修
繕
費
と
は
な
ら

ず
、
資
本
的
支
出
と
な
り
ま
す
。 

（
法
人
税
法
基
本
通
達
７

－

８

－

１
）

　

決
算
期
日
を
ま
た
い
で
完
成
し

た
商
品
（
工
事
）
に
つ
い
て
は
、

「
期
末
棚
卸
高
（
棚
卸
資
産
）
」

と
し
て
金
額
を
算
定
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

棚
卸
資
産
と
は
、商
品
・
製
品
・

半
製
品
・
仕
掛
工
事
な
ど
が
該
当

し
ま
す
。

　

期
末
棚
卸
高
の
金
額
は
次
の
算

式
で
計
算
し
ま
す
。

【
棚
卸
数
量（
実
地
棚
卸
・
帳

簿
棚
卸
）】×【
単
価（
原
価

法
・
低
価
法
）】

女性部会だより（For you）

澤田　美春
署長

河合　博光
個人課税第１部門
統括国税調査官

三浦　正義
資産課税部門
統括国税調査官
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